
23

歳  出
64億2570万
5000 円
（100）

歳  入
65億7135万
3000円
（100）

財産財産収入収入
３億 8373 万３億 8373 万円
（5.6）（5.6）

歳入の内訳（グラフ１）
（　）は％

歳出（性質別）の内訳
（グラフ３）

歳出（目的別）の内訳
（グラフ２）

町税町税
26億 5691 万 6000 円26 億 5691 万 6000 円

（40.4）（40.4）

町税
26 億 5691 万 6000 円

（40.4）

民生費民生費
20億 5346 万 3000 円20 億 5346 万 3000 円

（32.0）（32.0）

民生費
20 億 5346 万 3000 円

（32.0）

地方交付税地方交付税
18 億 3707 万 5000 円18 億 3707 万 5000 円

（28.0）（28.0）

地方交付税
18 億 3707 万 5000 円

（28.0）

使用料､手数料
１億2644万5000円

（1.9）

消防費
２億7006万4000円

（4.2）

農林水産業費
１億6196万8000円

（2.5）

議会費
9969万2000円
（1.6） その他

1683万5000円
（0.2）

分担金､負担金
１億2613万6000円

（1.9）
繰越金

１億1475万9000円
（1.8）

財産収入
8041万8000円
（1.2）

その他
5437万8000円
（0.8）

その他
9730万6000円
（1.5）

地方譲与税
7302万円
（1.1）

国庫支出金
２億9591万
9000 円
（4.5）

県支出金
３億7109 万
1000円
（5.7）

地方消費税交付金
２億1092 万
2000円
（3.2）

町債
２億6502万8000円

（4.0）

諸収入諸収入
２億 6194 万円２億 6194 万円
（4.0）（4.0）

諸収入
２億 6194 万円
（4.0）

自主財源自主財源
34 億 2099 万34 億 2099 万
2000 円2000 円
（52.0）（52.0）

自主財源
34 億 2099 万
2000 円
（52.0）

投資的経費投資的経費
３億5335335万
2000 円2000 円
（5.5）（5.5）

投資的経費
３億5335万
2000 円
（5.5）

義務的経費義務的経費
2929億4984989万
8000 円8000 円
（45.8）（45.8）

義務的経費
29億4989万
8000 円
（45.8）

人件費人件費
1212億 2292290万
9009000円
（19.0）（19.0）

人件費
12億 2290万
9000円
（19.0）

扶助費扶助費
８億7627624万
2002000円
（13.6）（13.6）

扶助費
８億7624万
2000円
（13.6）

公債費公債費
８億5075074万
7007000円
（13.2）（13.2）

公債費
８億5074万
7000円
（13.2）普通建設事業費普通建設事業費

３億5255250万
2002000円
（5.5）（5.5）

普通建設事業費
３億5250万
2000円
（5.5）

災害復旧事業費
85万円
（0.0）

投資及び出資金・貸付金
3195万円
（0.5）

積立金
5619万8000円
（0.9）

維持補修費
6004万7000 円
（0.9）

その他の経費その他の経費
3131億 2242245万
5005000円
（48.7）（48.7）

その他の経費
31億 2245万
5000円
（48.7）

補助費等補助費等
1010億 1921923万円万円
（15.9）（15.9）

補助費等
10億 1923万円
（15.9）

物件費物件費
９億6786787万
1001000円
（15.1）（15.1）

物件費
９億6787万
1000円
（15.1）

繰出金繰出金
９億8718715万
9009000円
（15.4）（15.4）

繰出金
９億8715万
9000円
（15.4）

依存財源依存財源
31億 5036 万31 億 5036 万
1000 円1000 円
（48.0）（48.0）

依存財源
31 億 5036 万
1000 円
（48.0）

歳  出
64億2570万
5000 円
（100）

衛生費衛生費
９億44364436万 2000 円2000 円

（14.7）（14.7）

衛生費
９億4436万 2000 円

（14.7）
公債費公債費

８億50745074万7007000円
（13.2）（13.2）

公債費
８億5074万7000円

（13.2）

総務費総務費
７億63026302万2002000円

（11.9）（11.9）

総務費
７億6302万2000円

（11.9）

教育費教育費
６億73707370万6006000円

（10.5）（10.5）

教育費
６億7370万6000円

（10.5）

土木費土木費
５億 9184 万 6000 円億 9184 万 6000 円

（9.2）（9.2）

土木費
５億 9184 万 6000 円

（9.2）

一般・特別会計決算額内訳　＜表１＞
歳入歳出別

会計別 歳　入 歳　出 差  引  額
一   般   会   計 65 億 7135 万 3000 円 64 億 2570 万 5000 円 １億 4564 万 8000 円

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 26 億 7412 万 8000 円 26 億 6727 万 9000 円 684 万 9000 円

老 人 保 健 2 億 1867 万 2000 円 2億 1710 万 9000 円 156 万 3000 円

後期高齢者医療 2 億 733 万 8000 円 2 億 76 万 8000 円 657 万円

奨 学 資 金 356 万 8000 円 356 万 8000 円 0円

公共下水道事業 11 億 5362 万 4000 円 11 億 5014 万 7000 円 347 万 7000 円

農業集落排水事業 8397 万 7000 円 8133 万 9000 円 263 万 8000 円

水
道
事
業

収   益   的 5 億 1162 万円 5億 7807 万 9000 円 △ 6645 万 9000 円

資   本   的 1 億 1324 万 6000 円 2億 8278 万 6000 円 △ 1億 6954 万円

総　    　　額 115 億 3752 万 6000 円 116 億 678 万円 △ 6925 万 4000 円

一
般
会
計
決
算

　

平
成
20
年
度
の
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計

の
決
算
が
９
月
定
例
議
会
で
審
議
さ
れ
認
定
さ

れ
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
が
65
億
７
１
３

５
万
３
０
０
０
円
、
歳
出
が
64
億
２
５
７
０
万

５
０
０
０
円
で
す
。
歳
入
歳
出
差
引
き
額
は

１
億
４
５
６
４
万
８
０
０
０
円
で
す
が
、
21

年
度
へ
の
繰
越
事
業
に
充
て
る
た
め
の
財
源

４
７
４
６
万
４
０
０
０
円
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
は
９
８
１
８
万
４
０
０
０
円
で
す
。

　

こ
の
額
か
ら
、
19
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し

引
い
た
単
年
度
収
支
は
１
４
５
７
万
５
０
０
０

円
の
赤
字
で
す
。
こ
の
額
に
、
財
政
調
整
基
金

へ
の
積
立
額
、
４
０
６
０
万
４
０
０
０
円
を
加

算
し
た
、
実
質
単
年
度
収
支
は
２
６
０
２
万
９

０
０
０
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

特
別
会
計
は
、
奨
学
資
金
特
別
会
計
を
除
き
、

収
支
不
足
額
に
つ
い
て
は
一
般
会
計
か
ら
繰
り

入
れ
を
行
う
た
め
、
い
ず
れ
の
会
計
も
実
質
収

支
は
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
水
道
事
業
会
計
は
、

収
入
額
が
支
出
額
に
不
足
す
る
額
は
、
損
益
勘

定
留
保
資
金
で
補
て
ん
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
と
特
別
会
計
等
を
あ
わ
せ
た
歳
入

総
額
は
、
１
１
５
億
３
７
５
２
万
６
０
０
０
円

に
対
し
、
歳
出
総
額
が
１
１
６
億
６
７
８
万
円

で
し
た
。（
表
１
参
照
）

※
実
質
収
支　

歳
入―

歳
出
（
21
年
度
へ
の
繰
越

額
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
額
も
控
除
す
る
）。

※
単
年
度
収
支　

20
年
度
実
質
収
支
か
ら
19
年
度

実
質
収
支
を
引
い
た
額
（
実
質
収
支
か
ら
前
年

度
の
繰
越
金
を
差
引
い
て
20
年
度
の
み
の
収
支

を
示
す
）。

※
実
質
単
年
度
収
支　

単
年
度
収
支
に
実
質
的
な

黒
字
要
素
（
基
金
積
立
額
、
地
方
債
繰
上
償
還

額
）
や
赤
字
要
素
（
基
金
取
崩
し
額
）
を
加
減

し
た
額
。

平
成
20
年
度
決
算

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
町
税
や
負
担
金
な
ど

町
独
自
で
確
保
す
る
自
主
財
源
と
、
地
方
交
付

税
や
、
国
と
県
か
ら
の
負
担
金
や
補
助
金
、
町

債 

（
借
入
金
）
な
ど
の
依
存
財
源
と
で
ま
か

な
っ
て
い
ま
す
。
20
年
度
の
自
主
財
源
の
比
率

は
52
・
０
％
で
、
19
年
度
よ
り
１
・
８
ポ
イ
ン

ト
下
が
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
19
年
度
の
財

産
処
分
に
よ
る
売
却
収
入
を
含
む
財
産
収
入
が
、

一
時
的
に
膨
ら
ん
で
い
た
た
め
で
す
。

　

歳
入
総
額
は
、
65
億
７
１
３
５
万
３
０
０
０

円
で
、
19
年
度
に
比
べ
る
と
２
億
８
６
５
５
万

５
０
０
０
円
（
△
４
・
２
％
）
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
の

は
、
町
税
（
町
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
、
た
ば
こ
税
な
ど
）
で
、
26
億
５
６
９
１

万
６
０
０
０
円
、
歳
入
全
体
の
40
・
４
％
を
占

め
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
19
年
度
に
比
べ
１
６

７
９
万
１
０
０
０
円
、
０
・
６
％
増
加
し
て
い

ま
す
。

　

次
に
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
の
が
地
方

交
付
税
（
地
方
公
共
団
体
が
ひ
と
し
く
行
政
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
一
定
の
基
準
に
よ
り

国
が
交
付
す
る
税
）
で
18
億
３
７
０
７
万
５
０

０
０
円
、
歳
入
全
体
の
28
・
０
％
を
占
め
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
19
年
度
に
比
べ
１
６
２
４
万

１
０
０
０
円
、
０
・
９
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
に
は
、
内
原
〜
大
谷
線
道
路
整
備
受

託
事
業
収
入
な
ど
の
諸
収
入
が
２
億
６
１
９
４

万
円
あ
り
、
歳
入
全
体
の
４
・
０
％
を
占
め
ま

し
た
。

し
て
い
ま
す
。
公
債
費
も
８
６
７
１
万
９
０
０

０
円
（
△
９
・
３
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
扶

助
費
は
、
自
立
支
援
給
付
の
増
加
や
児
童
手
当

の
支
給
対
象
者
の
増
加
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、

19
年
度
と
比
べ
て
３
０
４
９
万
１
０
０
０
円

（
３
・
６
％
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
義
務

的
経
費
の
割
合
が
小
さ
い
ほ
ど
、
町
の
財
政
運

営
に
ゆ
と
り
が
生
じ
ま
す
。

　

教
育
施
設
や
道
路
整
備
の
充
実
な
ど
、
行
政

水
準
の
向
上
の
た
め
の
投
資
的
経
費
は
、
３
億

５
３
３
５
万
２
０
０
０
円
で
、
歳
出
全
体
の

５
・
５
％
で
し
た
。
財
政
事
情
を
反
映
し
て
、

19
年
度
に
続
き
非
常
に
低
い
事
業
費
と
な
っ
て

い
ま
す
。
20
年
度
は
、
内
原
〜
大
谷
線
道
路
整

備
や
消
防
ポ
ン
プ
車
購
入
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
経
費
で
は
、
補
助
費
等
が
、
19
年

度
に
比
べ
１
８
１
４
万
７
０
０
０
円（
△
１
・
７

％
）
と
減
で
す
が
、
歳
出
全
体
の
15
・
９
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
繰
出
金
は
、
20
年
４
月
の
医

療
制
度
改
革
に
伴
い
新
設
さ
れ
た
後
期
高
齢
者

医
療
特
別
会
計
に
対
す
る
繰
出
金
の
影
響
に
よ

り
、１
億
２
１
７
４
万
２
０
０
０
円（
14
・
１
％
）

の
大
幅
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

積
立
金
は
、
歳
入
の
財
産
収
入
で
不
動
産
の

売
払
い
収
入
が
生
じ
た
分
を
財
政
調
整
基
金
に

積
み
立
て
ま
し
た
。
な
お
、
20
年
度
末
の
財
政

調
整
基
金
、
減
債
基
金
を
合
わ
せ
た
基
金
残
高

は
、
18
億
５
９
１
万
６
０
０
０
円
で
す
。

　

町
の
財
政
運
営
が
健
全
か
ど
う
か
の
目
安
と

な
る
経
常
収
支
比
率
は
、
91
・
１
％
で
、
19
年

度
に
比
べ
０
・
８
ポ
イ
ン
ト
改
善
さ
れ
ま
し
た

が
、
な
お
も
90
％
台
の
高
率
で
す
。
こ
の
指
標

は
70
％
程
度
が
妥
当
と
い
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ

が
75
％
を
超
え
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力
性
を

欠
く
こ
と
と
な
り
、
硬
直
化
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
様
な
現
状
を
見
ま
す
と
、
町
の
財
政
運

営
は
、
ま
す
ま
す
厳
し
さ
を
増
す
も
の
と
思
わ

れ
ま
す
。

歳 

出
（
グ
ラ
フ
２・３
参
照
）

　

歳
出
総
額
は
、
64
億
２
５
７
０
万
５
０
０
０

円
で
、
19
年
度
に
比
べ
る
と
３
億
１
７
４
４
万

４
０
０
０
円
（
△
４
・
７
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

性
質
別
に
見
る
と
、
議
員
や
職
員
な
ど
の
人

件
費
、
借
入
金
の
返
済
に
あ
て
る
公
債
費
、
法

令
の
規
定
に
よ
っ
て
そ
の
支
出
が
義
務
づ
け
ら

れ
て
い
る
扶
助
費
を
合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
は
、

29
億
４
９
８
９
万
８
０
０
０
円
（
歳
出
全
体
の

45
・
８
％
）
で
す
。
人
件
費
は
19
年
度
に
比
べ
、

２
２
６
２
万
４
０
０
０
円
（
△
１
・
８
％
）
減
少

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
施
行

内
原
〜
大
谷
線
道
路
整
備
が
本
格
化

歳 

入
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）

総
務
費

　

福
祉
バ
ス
等
運
転
委
託
料

　

１
２
２
０
万
円

　

財
政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
積
立

４
２
４
５
万
円

民
生
費

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

２
億
９
９
９
４
万
円

　

老
人
保
健
特
別
会
計
繰
出
金

１
９
４
５
万
円

　

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
繰
出
金

５
６
９
４
万
円

　

後
期
高
齢
者
医
療

　
　
　

療
養
給
付
費
負
担
金

１
億
６
８
２
４
万
円

　

介
護
保
険
広
域
連
合
負
担
金

１
億
９
５
８
０
万
円

　

障
害
者
福
祉
、
支
援
費

２
億
３
９
７
３
万
円

　

児
童
手
当　
　

２
億
３
７
８
３
万
円

衛
生
費

　

須
恵
町
外
二
ヶ
町

　
　
　

清
掃
施
設
組
合
負
担
金

５
億
３
１
６
０
万
円

　

住
民
健
康
対
策
費　

６
５
８
１
万
円

目
的
別
歳
出
の

主
な
内
容


